
 
年 月 日

　この申請書で申請する助成金
　①　　　第１種作業施設設置等助成金

　②　　　第２種作業施設設置等助成金

　③　　　障害者福祉施設設置等助成金

　④　　　重度障害者等通勤対策助成金（住宅の新築等）　

　⑤　　　重度障害者等通勤対策助成金（住宅の賃借）

　⑥　　　重度障害者等通勤対策助成金（駐車場の賃借)

　⑦　　　重度障害者等通勤対策助成金（通勤用自動車の購入）

　⑧　　  重度障害者等通勤対策助成金（通勤用バスの購入）

　⑨　　　重度障害者等通勤対策助成金（住宅手当の支払)

（ 〒 － ）

* * * *

（ 〒 － ） * * *

　対象施設等の所有者又は施工若しくは購入等の契約等の相手方は、申請事業主の関係者ではない。

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

年 月 日 - -

３　左記2もありの場
合、右欄に補助金等の
支給機関名を記入

支給機関名 円

補助金等の額 円

処理欄
※

審査結果 認定　・　不認定 決定日 認定番号

認定額 千円 施設 千円千円 附帯施設 千円 設備

申請額
(①の助成金の場合は

合計額を記載)

①
の
助
成
金
の
内
訳

作業施設

附帯施設

作業設備

１　国等の機関か
らの補助金等の受
給の有無

２　左記１がありの場
合、本助成金と同じ支
給費用を対象とするも
のの有無

申
請
の
内
容

Ａ 施設・住宅手当

Ｂ 設備・バス・自動車
設備の
名称

３　助成金申請額
 　(①第１種作業施設設置等助成金、③障害者福祉施設設置等助成金、④住宅の新築等、⑦通勤用自動車の購入、⑧通勤用バスの購入の場合に
記入)

a 助成措置に係る
必要費用

b 支給対象費用
c 助成率

□にレ点を入
れます。

d 支給限度額
e 助成金申請額

「b×c」の額又はdの額のい
ずれか低い額

２　関係者との取引の有無

契約締結日・予定日 ２０＊＊ 年 ＊＊ 月 ＊＊ 日
事前着手申出書の提出予定

（①③④⑦⑧の助成金の場合）

社会保険
労務士
記載欄

事務所名及び
担当社会保険

労務士名

電話番号
口座名義

株式会社〇〇　代表取締役　雇用太
郎

１　この申請書で申請する支給対象障害者

） ****
株式会社〇〇

助成金振込金融機関等

* * *

支店コード

 申請に係る
 事業所

所在地

*** ****
口座種別

*
（ﾌﾘｶﾞﾅ）
事業所名

ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ****　ﾏｸﾊﾘｼﾃﾝ

株式会社〇〇　幕張支店 （フリガナ） ｶﾌﾞ)****　ﾀﾞｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸ　ｺﾖｳ　ﾀﾛｳ

* * *

（ﾌﾘｶﾞﾅ）
代表者の

役職及び氏名

ﾀﾞｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸ　ｺﾖｳ　ﾀﾛｳ
金融機関名 ＊＊＊＊銀行

金融機関コード

代表取締役　雇用　太郎

千葉県千葉市＊＊＊＊＊＊＊＊＊
口座番号

本社又は主たる事務所の雇用保険適用事業所番号

****-******-*

助成金受給資格認定通知書の送付先・連絡先

送付先・連絡先の所属

申請事業主

所在地

*** ****
所属先名称
（部署等）

支店名 〇〇支店

総務部〇〇課

千葉県千葉市＊＊＊＊＊＊＊＊ 氏名 幕張　若葉

（ﾌﾘｶﾞﾅ）
事業主名

ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ****
電話番号 *** （ ***

 次のとおり助成金の受給資格の認定を受けたいので申請します。 受理年月日(障害者助成部) 受理年月日

* * *

20** ** **

　独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長  殿

* * *

様式第６０１号

障害者助成金受給資格認定申請書（１）

事業所
* * * *

コード

事業主 事業所

その他当座普通

住宅手当の支払事業所側 ）自宅側駐車場（

世帯用住宅 （作業施設・福祉施設に附帯する施設作業施設・福祉施設 単身者用 ）

福祉施設に付属する設備

通勤用バス

作業設備

通勤用自動車

無し

1/3
2/3
3/4

1/3
2/3

3/4

1/3
2/3
3/4

1/3
2/3
3/4

助添付様式第６４号「助成金申請に係る支給対象障害者」記載のとおり。

有り

有

無

有

無



助添付様式第64号

受給資格認定申請書により申請する支給対象障害者について記載してください（表内の□は、該当するものにレ点を入れてください。）。

注２　同種の助成金の略称
「１作」･･･第１種作業施設設置等助成金 「２作」･･･第２種作業施設設置等助成金

「１雇」･･･第１種雇入れ設備設置等助成金 「２雇」･･･第２種雇入れ設備設置等助成金

「中途１作」･･･第１種中途障害者作業施設設置等助成金 「中途２作」･･･第２種中途障害者作業施設設置等助成金

「更新」･･･障害者作業設備更新助成金 「改善」･･･障害者処遇改善施設設置等助成金

注１  「中途障害者の職場復帰日等」欄は、障害者作業施設設置等助成金を申請する場合において、
　　　中途障害者に対する施設・設備の設置又は整備について申請する場合に記載してください。

中途障害者の職場復
帰日等(注1)

受傷等年月日 　　年　　月　　日 職場復帰年月日 　　年　　月　　日
障害者手帳等の

交付日
　　年　　月　　日

人事異動の発令日等
（又は職務内容の変更日）

　　年　　月　　日

仕事の内容等

　同一又は同種の助成金(注2)の受給歴
　(障害者作業施設設置等助成金を申請する場合に記載）

在籍出向
(出向元企業名)

助成金名(受給した助成金を○で囲みます。) 認定番号

(                  )

　1回目　　　1作　２作　１雇　2雇　中途１作　中途２作　更新　改善

　２回目　　　1作　２作　１雇　2雇　中途１作　中途２作　更新　改善

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日 - -

在宅勤務区
分

労働者区分 雇用保険被保険者番号
（フリガナ）
氏　　名

生年月日 雇用年月日 障害の種類 障害の程度
雇用後中途
障害者区分

中途障害者の職場復
帰日等(注1)

受傷等年月日 　　年　　月　　日 職場復帰年月日 　　年　　月　　日
障害者手帳等の

交付日
　　年　　月　　日

人事異動の発令日等
（又は職務内容の変更日）

　　年　　月　　日

仕事の内容等

　同一又は同種の助成金(注2)の受給歴
　(障害者作業施設設置等助成金を申請する場合に記載）

在籍出向
(出向元企業名)

助成金名(受給した助成金を○で囲みます。) 認定番号

(                  )

　1回目　　　1作　２作　１雇　2雇　中途１作　中途２作　更新　改善

　２回目　　　1作　２作　１雇　2雇　中途１作　中途２作　更新　改善

- -

在宅勤務区
分

労働者区分 雇用保険被保険者番号

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

（フリガナ）
氏　　名

生年月日 雇用年月日 障害の種類 障害の程度
雇用後中途
障害者区分

中途障害者の職場復
帰日等(注1)

受傷等年月日 　　年　　月　　日 職場復帰年月日 　　年　　月　　日
障害者手帳等の

交付日
****年**月**日

人事異動の発令日等
（又は職務内容の変更日）

　　年　　月　　日

(                  )

　1回目　　　1作　２作　１雇　2雇　中途１作　中途２作　更新　改善

1234 - 123456 -

ﾁﾊﾞ　ﾊﾅｺ
千葉　花子

****年**月**日 20**年**月**日 肢体不自由 身体1級

　２回目　　　1作　２作　１雇　2雇　中途１作　中途２作　更新　改善

助 成 金 申 請 に 係 る 支 給 対 象 障 害 者

（フリガナ）
氏　　名

生年月日 雇用年月日 障害の種類 障害の程度
雇用後中途
障害者区分

在宅勤務区
分

労働者区分 雇用保険被保険者番号

1

仕事の内容等

給与計算他、事業に係る事務作業全般

　同一又は同種の助成金(注2)の受給歴
　(障害者作業施設設置等助成金を申請する場合に記載）

在籍出向
(出向元企業名)

助成金名(受給した助成金を○で囲みます。) 認定番号

該当 該当

不該当不該当

一般

短時間

該当 不該当

該当 該当

不該当不該当

一般

短時間

該当 不該当

該当 該当

不該当不該当

一般

短時間

該当 不該当

雇用契約書等に記載された業務内容を転記してくだ



助添付様式第65号

申請に係る助成金名(該当する助成金名の□にレ点を入れる。)

①　  　第１種作業施設設置等助成金

②　  　第２種作業施設設置等助成金

③　  　障害者福祉施設設置等助成金

④　  　重度障害者等通勤対策助成金（住宅の新築等）　

⑤　  　重度障害者等通勤対策助成金（住宅の賃借）

⑥　  　重度障害者等通勤対策助成金（駐車場の賃借)

⑦　  　重度障害者等通勤対策助成金（通勤用自動車の購入）

⑧　    重度障害者等通勤対策助成金（通勤用バスの購入）

⑨　  　重度障害者等通勤対策助成金（住宅手当の支払） （ 年 月 日

１　申請に係る事業主・事業所(事業主団体）の概要

　申請事業所における雇用状況

人 人 人 人 人 人

　企業全体における認定申請時から過去１年間の障害者離職状況

　（障害者福祉施設設置等助成金の認定申請の場合のみ記載）

人 人 人 人

15

ア　離職した障害者数 アのうち自己都合離職の人数 アのうち事業主都合による解雇 アのうちその他の理由による離職

認　定　申　請　時

22 1 2 1 3

代表取締役 雇用　太郎

① 常用労働者総数
（②＋③＋④＋⑤）

② 　　　身　体　障　害　者　数

③知的障害者数 ④精神障害者数
⑤障害者以外の

労働者数重　　度
身体障害者

重度以外の
身体障害者

（産業中分類番号）

資本金額(基本金) ＊＊＊＊＊万

申請
事業所

その他のサービス業
９ ５

事業の種類又は
主な取扱品

企業
全体

その他のサービス業

沿　　　革

平成＊＊年＊＊月＊＊日　設立
平成＊＊年＊＊月＊＊日　名称変更
「株式会社△△」→「株式会社〇〇」

　企 業 全 体　 ＊＊＊＊ ＊＊

　申請対象事業所 ＊＊＊＊ ＊＊

経　営　者
役職

９ ５

（産業中分類番号）

氏名 備考

事業主名
株式会社〇〇 事　業　所　名 株式会社〇〇　幕張支店

事 業 主 団 体 名

フ　リ　ガ　ナ ﾀﾞｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸ ｺﾖｳ ﾀﾛｳ 事業所設立
年　 月　 日

＊＊＊＊ 年 ＊＊ 月 ＊＊ 日

代　表　者　の
役職及び氏名

代表取締役　雇用　太郎
常 用 労 働 者 数 全常用労働者数 うち障害者数

20** ** ** 作成）

フ　リ　ガ　ナ ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ**** フ　リ　ガ　ナ ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ**** ﾏｸﾊﾘｼﾃﾝ

事　　業　　計　　画　　書　　（１）

（事 　業 　所 　名）

株式会社〇〇　幕張支店

（作 成 者   所属 ・氏 名）

総務部〇〇課　幕張　若葉

設立年月日
合 併
名称変更等

多数の場合は、主要
メンバーのみで可



施設・設備等の設置整備又は措置の区分(□にレ点を入れてください。)

③　措置の実施効果

時間ロスがなくなったことから遅刻が減り、また身の危険性を避けることができているため精神的にも安定して勤務されています。

２　申請施設・設備等の必要理由
　　(次の措置を実施しなければ支給対象障害者の雇い入れ又は雇用の継続が困難であるとする理由)

①　支給対象障害者の雇い入れ・雇用の継続に係る課題

雇い入れ：週２５時間勤務者で、給与計算や業務に係る事務作業全般を担当しています。業務上の外出、出張はありません。

雇用継続に係る課題：対象者が公共交通機関を使用して通勤する場合、△△駅と●●バスを使用します。対象者は車いすを使用し
て移動しますが、△△駅は一部ホームが狭くなっているところがあり、乗降場所(車両)を間違えるとエレベーターのある場所まで行く
ことができません。通勤時間帯は人が多く、車いすと人が接触してしまうことが多々あり、何度か線路に落ちかけたこともあるようで
す。また、バスについては当該バス会社のすべてのバスが車いすに対応しているものではないため、朝の通勤時間に車いす対応の
バスが来るまで待たねばならず、時間のロスが生じています。

②　措置の実施概要
　・　作業施設、設備・福祉施設、住宅、駐車場、通勤用バス、通勤用自動車の支給対象障害者に対する配慮の内容等について
　・　住宅、駐車場、通勤用バス、通勤用自動車の申請の場合は通勤経路、通勤方法等についての改善内容等について

通勤上支障が出る△△駅と●●バスを使用しないため、問題なく通勤することが可能になりました。
駐車場は平置きでコンクリート舗装がされており、幅が広めの駐車場であるため車から車いすの乗り換えがスムーズに行えます。駐
車場から職場までは屋根付きのスロープを通ることができるため、雨の日でも問題なく通勤が可能です。

作業施設・福祉施設 作業・福祉施設に附帯する施設 作業設備 福祉施設に附帯する設備

住宅（ 世帯用 単身用 ） 駐車場（ 自宅側 事業所側 ）

通勤用バス 通勤用自動車 住宅手当の支払



㎡ ㎡ ）

都市計画区域 内　　　　・　　　　外

市街化区域 第１種住居専用　　・　　第２種住居専用

市街化調整区域 住　居　　・　　近隣商業　　・　　商　業

その他 準工業　 ・ 　工　業　 ・ 　工業専用　 ・ 　未指定

良　　・　　不良 ％

注　施設の新築・増築・改築・改造・購入に係る支給対象費用の算定は、助添付様式第１号「助成金認定申請明細書」により算定します。

ア ウ

オ

カ

（ ）

イ

①の面積が単身者用２８㎡、世帯用７４㎡（北海道７８㎡）を超えないとき ②－⑤

①の面積が単身者用２８㎡、世帯用７４㎡（北海道７８㎡）を超えるとき （②－⑤）÷①×④

住宅の賃借に係る
支給対象費用(概算)

円

注　④の面積は、④の面積の算定に当たって、①のうち支給対象となる施設の面積/aの値が、作業施設の場合は２８㎡、住宅（単身者用）の場合は
　　 ２８㎡、住宅（世帯用）の場合は７４㎡（北海道７８㎡）を超えている場合は、それぞれの面積にbの人数又は戸数を乗じて得た面積となります。

⑤　支給対象障害者か
　 ら住宅使用料の徴収
　 の有無
　※作業施設は記載不要

作業施設の賃借に係る
支給対象費用(概算)

　③×④

一ヶ月当たりの
徴収予定額

円 円

a  支給対象施設の就労
人数・使用人(戸)数

人（戸）
b　支給対象障害者数

(戸数)
人（戸）

③  1㎡当たりの賃借料
     （＝②／①）
　 　(１円未満切捨て）
　※住宅は記載不要

円

④ 支給対象となる施
　 設の賃借面積
　 (=①のうち支給対象
　　施設の面積/a×b)
　 (注１)

㎡

賃借面積・賃借料・支給対象費用の積算(概算)

①  賃貸借契約書の
　　 賃借延面積

㎡
②  1ヶ月当たりの
　　賃借料金

円

賃借箇所 キ  賃貸借契約の相手方（貸主）

住宅の区分 ク
 賃 借 施 設 の 所 有 者
（契約者と所有者が相違する場合、カッコ
内にその関係を記載）

構　　　造
鉄筋　・　鉄骨　・　木造 　　　　　　階建て  使　用　開　始　日 　　　　　　　年　　　　月　　　日

（　耐火　　・　　準耐火　　・　　その他の構造　）  更新の条項（○で囲む） 　自 動 更 新　　・　　自 動 更 新 以 外　

所在地・
建物等の名称

エ  賃　貸　借　契　約　期　間
自　　　 　　年　　　　月　　　日

至　　　 　　年　　　　月　　　日

その他特記事項

（２）　施設・設備の賃借(住宅手当に係る住宅を除く。)に係る内容

　　①　作業施設又は住宅の賃借計画

 賃借作業施設・住宅の内容  賃　貸　借　契　約　日 　　　　　　　年　　　　月　　　日

所　有　者　名

建物を新築、増築、
改築、購入する場
合についてのみ記
入する。

地域・地区の状況

該当するものを
○で囲む。 　　防火地域　　・　　準防火地域　　・　　法律２２条地域　　・　　指定なし

地盤状況 建ぺい率

申請施設等

土地（敷地）の概要 全 体 の 面 積

　建物を新築する場合だけでな
く、増築、改築、改造、購入又
は附帯施設の設置、整備の場
合も記入する。

申請対象箇所

及　び　面　積 申請箇所全体の面積 （うち申請対象面積

所　有　者　名
建 物 全 体

設置、整備の形態
　　新築　 ・ 　増築　 ・ 　改築　 ・ 　改造　 ・ 　購入　 ・ 　附帯施設の設置　 ・ 　整備

（該当するものを○で囲む。）

建物等の概要
構　　　　　　造

建物全体の延面積

３　設置、整備の対象又は関係する建物等の概要
　　・　作業施設・福祉施設、作業・福祉施設に附帯する施設の建設及び住宅の新築等は（１）を記載します。
　　・　作業設備、福祉施設に附帯する設備、通勤用バス、通勤用自動車の購入は、本欄への記載は不要です。
　　・　作業施設・設備の賃借による設置整備、住宅・駐車場の賃借は（２）を記載します。
　　・　住宅手当の支払いは（３）を記載します。

(1)　施設の新築・増築・改築・改造・購入に係る内容
所在地又は建設地

世帯用 単身用

徴収有り 徴収無し



ア

イ

エ

キ

ク

円

オ

ア

（ ）

ウ  賃貸借契約の相手方（貸主） ク
支給対象障害者以外の労
働者に通常支払う住宅手当
の額

円

エ

イ  賃　貸　借　契　約　期　間
自　　　　　年　　　月　　　日

キ
支給対象障害者に支払う住
宅手当の額

 賃 借 施 設 の 所 有 者
（契約の相手方と所有者が相違する場合
は、カッコ内にその関係を記載）

ケ
支給対象費用
 （オ又はキいずれか低い方
の金額からクを控除した額）

円

円
至　　　　　年　　　月　　　日

住宅手当の支払いに係る
建物等の名称・所在地

１か月当たりの賃借料 円

カ
支給対象障害者に初めて住
宅手当を支払った日

　　　　　　年　　　　　月　　　　　日 賃　貸　借　契　約　日 　　　　　　年　　　月　　　日

⑤　支給対象となる駐車場
の賃借面積が２８㎡を超え
る場合の支給対象費用
(概算)

(①－②）×２８÷④　（１円未満切捨て）

　（注）　③、④の面積が２８㎡以下の場合、⑤の記載は不要です。
　　　　（この場合、①－②が支給対象費用の額となります）円

（３）住宅手当の支払い計画

　a　賃借する駐車場敷
　 地を使用する人数
　 （自動車の台数）

1 人（台）
b　支給対象障害者数

（自動車の台数）
1 人（台）

　（注１）　区画で仕切られた賃借面積が２８㎡以下の駐車場を賃借する場合は、①の額が支給対象費用の額となります。ただし、②欄において、徴収が
　　　　ある場合は、①の額から当該徴収額を差し引いた額が最終的な支給対象費用となります。
　（注２）　区画により賃借していない場合又は区画により賃借しているが、その賃借面積が２８㎡を超える駐車場を賃借している場合は、以下の欄に記載
　　　　して支給対象費用を積算してください。

　(区画により賃借していない場合又は区画により賃借しているが、その賃借面積が２８㎡を超える駐車場を賃借している場合に記載)

③  賃貸借契約書の
　賃借延面積

13.24 ㎡(注）
④ うち支給対象となる

駐車場の賃借面積
(= ③/a×b)

13.24 ㎡(注）

駐車場の支給対象費用の積算（概算）

①  1ヶ月当たりの賃借料金
　　（支給対象費用）(注)

33,000 円
　②　支給対象障害者から駐車場
　　使用料の徴収の有無

徴収予定額 3,000

 賃　貸　借　契　約　日 　　　２０＊＊年　　＊＊月　　＊＊日
　賃借駐車場の契約の相手方（貸主）と賃借駐車場の所有者が相違
　する場合はその関係を記載

ウ  賃 貸 借 契 約 期 間
自　　２０＊＊年　　　　＊＊月　　　　＊＊日

至　　２０＊＊年　　　　＊＊月　　　　＊＊日

②　支給対象設備の使用
　人数（支給対象障害者
　数を含む。）

人
　④　支給対象費用

　（ = ①/②(１円未満切捨て)×③）
円

 使　用　開　始　日 　　　２０＊＊年　　＊＊月　　＊＊日

作業設備の支給対象費用の積算(概算)

①  1ヶ月当たりの賃借料金 円 　③　支給対象障害者数 人

 賃借設備又は駐車場の内容
オ

 賃貸借契約の相手方
（貸主）

海野××株式会社

名　　　　　　称 ××第2ビル付属駐車場

 設　置　場　所 千葉県千葉市＊＊＊＊＊　××第２ビル カ
 賃借施設・設備の

所有者
海野××株式会社

　　②　作業設備・駐車場の賃借計画

徴収有り 徴収無し

税込み額で記載してください。


